
　　　　　　　主　　　文
１　原判決を取り消す。
２　被控訴人の請求をいずれも棄却する。
３　訴訟費用は，第１，２審を通じて，被控訴人の負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第１　控訴の趣旨
　主文同旨
第２　事案の概要等
１　概要
　本件は，オランダにおいて設立された被控訴人の１００％出資の外国子会社であ
るＯＢＵＮＳＨＡ　ＡＴＬＡＮＴＩＣ　Ｂ．Ｖ．（アトランティック社）におい
て，増資がされ，発行された株式の全部が被控訴人のオランダにおける関連会社で
あるＡＳＵＫＡ　ＦＵＮＤ　Ｂ．Ｖ．（アスカファンド社）に著しく有利な価額で
割り当てられたことにつき，被控訴人が保有するアトランティック社株式の資産価
値をアスカファンド社に移転させたもので，移転した資産価値相当額がアスカファ
ンド社に対する寄附金に当たるとして，被控訴人の平成７年９月期の法人税につい
てされた更正処分（本件更正処分）及び過少申告加算税賦課決定処分（本件賦課決
定処分）の取消しが求められた事案である。
　原審は，被控訴人の保有する資産価値がアスカファンド社に移転したとしても，
アトランティック社とアスカファンド社間の行為であり，被控訴人はアスカファン
ド社に対して何らの行為もしておらず，法人税法（以下「法」という。）２２条２
項（無償による資産の譲渡又はその他の取引）及び１３２条１項１号（同族会社の
行為計算否認）のいずれにも該当しないとして，被控訴人の求める範囲において，
上記両処分を取り消した。
　当裁判所は，原判決と異なり，増資により法２２条２項に規定する事実が生じた
と認め，被控訴人の請求をいずれも棄却すべきものと判断した。
２　前提事実（争いのない事実については，証拠を掲げない。）
（１）関係する法人と役員等
ア　被控訴人（旧商号株式会社旺文社。平成１０年変更）は，図書及び雑誌の出版
並びに販売等を目的とし，財団法人センチュリー文化財団（言語及び言語に係わる
文化の理解と普及を目的として昭和５４年１１月設立。平成７年２月１５日当時，
被控訴人の発行済株式の内２５万０８８０株（４９．６％）を保有する筆頭株
主），財団法人日本英語協会等を主要株主とする法２条１０号所定の同族会社であ
る。
イ　アトランティック社は，平成３年９月４日，被控訴人の１００％出資により，
アスカファンド社は，同７年２月１３日，センチュリー文化財団の１００％出資に
より，いずれも，オランダにおいて設立された株式会社である。
ウ　平成７年２月当時の上記各法人の役員の概要は，下表のとおりである。
┌──────────┬──────┬─────┐
｜　　　　　　　　　　｜Ｐ１　　　　｜Ｐ２　　　｜
├──────────┼──────┼─────┤
｜被控訴人　　　　　　｜取締役相談役｜代表取締役｜
├──────────┼──────┼─────┤
｜センチュリー文化財団｜理事長　　　｜評議員　　｜
├──────────┼──────┼─────┤
｜アトランティック社　｜代表取締役　｜代表取締役｜
├──────────┼──────┼─────┤
｜アスカファンド社　　｜取締役　　　｜取締役　　｜
└──────────┴──────┴─────┘
（２）アトランティック社の設立と出資金
　アトランティック社は，設立時，被控訴人から，下記の現物（簿価）及び現金１
億０６００万円，計１６億５０００万円相当（計２２００万ギルダー。当時１ギル
ダー７５円換算による。）全額の出資を受け，資本金を２０万ギルダー（同１５０
０万円相当）とし，株式２００株（１株１０００ギルダー。額面総額２０万ギルダ
ー）を発行し，資本金の額を超える２１８０万ギルダー（同１６億３５００万円相
当）を資本準備金とした。（甲１，乙６１）
┌──┬─────────────┬─────────┐
｜　　｜種類等　　　　　　　　　　｜受入価額等　　　　｜



├──┼─────────────┼─────────┤
｜出資｜全国朝日放送株式３５５９株｜１１億０５００万円｜
├──┼─────────────┼─────────┤
｜　　｜文化放送株式１５万株　　　｜　４億３９００万円｜
├──┼─────────────┼─────────┤
｜　　｜現金　　　　　　　　　　　｜　１億０６００万円｜
└──┴─────────────┴─────────┘
（３）設立に伴う現物出資の課税の繰り延べ
　被控訴人は，平成１０年法律第２４号による改正（平成１０年改正）前の法５１
条１項に基づき，同項に規定する特定出資に当たる上記現物出資について，出資時
の帳簿価額と時価との差額邦貨換算約８１億３４００万円を圧縮記帳し，課税の繰
り延べを受けた。（甲１，乙６１）
┌─────────────┬─────────────┬────────
─────┐
｜　　　　　　　　　　　　　｜帳簿価額　　　　　　　　　｜時価　　　　　　
　　　　　｜
├─────────────┼─────────────┼────────
─────┤
｜全国朝日放送株式３５５９株｜１１億０５７４万５２２８円｜８６億３４７２万
４７９４円｜
├─────────────┼─────────────┼────────
─────┤
｜文化放送株式１５万株　　　｜　４億３９５６万２９８３円｜１０億４４３０万
円　　　　｜
├─────────────┼─────────────┼────────
─────┤
｜合計　　　　　　　　　　　｜１５億４５３０万８２１１円｜９６億７９０２万
４７９４円｜
└─────────────┴─────────────┴────────
─────┘
（４）本件増資（下記により行われた増資をいう。）
　アトランティック社は，平成７年２月１３日，株主総会において，３００万ギル
ダー増資し，発行する３０００株（本件増資新株。１株の額面金額１０００ギルダ
ー）全部を３０３万０３０３ギルダー（１株当たり１０１０．１ギルダー）でアス
カファンド社に割り当てる旨の決議（本件増資決議）をし，払込みを受けて同社に
株式を発行し，３万０３０３ギルダーを資本準備金に組み入れ，同年４月２０日，
３００万ギルダーについての本件増資の登記手続をした。（甲１８４）
（５）本件両処分（下記両処分をいう。内容は，別紙２表のとおり）
　控訴人は，被控訴人の平成７年９月期法人税につき，同１０年１２月１８日，納
付すべき法人税額９６億２２３９万３８００円とする本件更正処分及び納付すべき
過少申告加算税額１３億８８６３万２５００円とする本件賦課決定処分をした。
３　争点
（１）争点１（本件増資と法２２条２項に規定する無償による資産の譲渡等）
（２）争点２（本件増資による資産の移転額，課税額）
（３）争点３（本件増資と法１３２条１項１号に基づく課税）
（４）争点４（訴訟手続，課税手続上の問題，課税の憲法違反）
ア　法２２条２項の適用に関する控訴人の主張と時機に後れた攻撃防御方法
イ　本件更正処分の理由附記についての不備
ウ　本件更正処分の理由の差替えの法１３０条２項違反，憲法１４条等違反
４　争点１（本件増資と法２２条２項の資産の譲渡等）に関する当事者の主張
（１）控訴人
ア　本件増資と法２２条２項に規定する無償による資産の譲渡等
（ア）アスカファンド社は，本件増資決議により，アトランティック社の資産の帳
簿価額（当時約２５１５万ギルダー）の約１２％，時価相当額（約２億７２９６万
ギルダー）の約１％に相当する３０３万０３０３ギルダーの増資払込みにより，発
行済株式総数３２００株の９３％を超える３０００株を取得した。
（イ）被控訴人は，アトランティック社の１００％株主として，本件増資決議によ
り，自らの意思に基づき，被控訴人の保有するアトランティック社株式の資産価値



の大半をアスカファンド社に取得させた。
（ウ）本件増資は，被控訴人，アトランティック社及びアスカファンド社の合意に
基づき，アトランティック社株式の資産価値を分割し，対価を得ることなく，その
資産価値の一部を被控訴人からアスカファンド社に移転させたもので，法２２条２
項の無償による資産の譲渡又はその他の取引及び法３７条２項の寄附金に該当す
る。
イ　被控訴人の指摘に対する反論等
（ア）資産の譲渡等
ａ　法２２条２項が，法人の有償又は無償による資産の譲渡等に係る収益を益金に
算入する旨定める趣旨は，法人が管理支配権を行使して資産価値を他に移転し，資
産が法人の支配を離脱し，他に移転する際，これを契機として顕在化した資産の経
済的価値の担税力に着目して清算課税しようとするもので，上記規定は，いわゆる
キャピタル・ゲインに対する課税を定める。
ｂ　資産の譲渡又はその他の取引とは，法人が資産に対する管理支配権を行使して
その資産価値の全部又は一部を他に移転すること，すなわち所得を構成する資産の
増加を認識すべき一切の場合を意味し，法律行為的な取引に限定されない。
ｃ　法２２条２項，３項及び５項は、資本等取引を課税所得から除外し、会社の共
同所有者たる株主が拠出した資本を会社が利用したことによる資産の増減のみを所
得計算に用い，会社と株主との間の出資や利益配当に基づく会社の純資産の増減に
対しては課税しないことを明らかにしている。
（イ）法施行令１１９条の１１
　平成１２年の法人税法改正により期末に計上される有価証券の評価に関する規定
が設けられ，これに伴い，標記規定が設けられ，資産の譲渡がされないものの，保
有目的のみが変わった場合のみなし譲渡についての課税の規定が設けられたが，資
産を社外に流出させた本件に関わりを有しない。
（ウ）新株の有利発行
ａ　資金調達のための新株の有利発行は，これにより，旧株主の有する会社資産に
対する割合的持分の移転が生じても，迅速な資金調達のためであり，経済的合理性
を欠くとはいえず，これについては，無償取引に係る収益として移転した資産価値
が益金に計上される一方で，上記の割合的持分の移転に伴う損金算入が否認され
ず，課税所得が生じない。これに対し，本件増資は，旧株主と新株主の持株割合を
１対１５，出資割合を９９対１とし，無償で企業譲渡を行うもので，経済的合理性
を欠き，移転に伴う損金算入は認められず，寄附金に該当する。
ｂ　資金調達のための新株の有利発行の場合，現行商法においては，定款に別段の
定めがない限り，発案権が取締役会にあり，株主は発案を受けて初めて割合的持分
権を管理支配する機会を与えられ，承認するかどうかの二者択一的方法のみ有し，
決議の成立は他の株主の議決権行使の結果次第である。これに対し，被控訴人は，
割合的持分権を管理支配する機会を常に保有し，内容を自由に決定でき，割当を履
行代行者的に利用することができた。両者の課税が異なることは，不合理ではな
い。
（エ）法５１条の改正経緯について
　本件と法５１条改正とは直接関係がない。すなわち，アトランティック社の資産
が増加すれば，同社株式に係る含み益は増加し，法５１条の圧縮記帳がなければ含
み益が生じないということはないし，含み益が生じていれば法５１条の改正後に本
件増資が行われても，本件と同じ問題が生ずる。
（オ）二重課税の主張について
　被控訴人に対する課税はキャピタルゲインによるものであるのに対し，アスカフ
ァンド社の益金は受贈益であり，このような事態は，資産の無償譲渡の場合に常に
生じ，憲法２９条に違反するものではない。
（カ）いわゆるＢ株
　本件増資が額面金額の価値しか有しないＢ株の増資であり，過去に遡って定款変
更したことを承認したというオランダの税務当局によるタックスルーリングを根拠
として資産の譲渡に当たらないとする被控訴人の主張は，タックスルーリングが，
税法の具体的取扱についての承認であって，背景となった具体的事実の法律的効果
を承認するものでなく，また，定款変更についての記述は瑕疵に気付いて将来に向
かって変更するというのにとどまり，理由がない。
（２）被控訴人
ア　本件増資により，資産価値は移転しない。



（ア）キャピタルゲインへの課税は，株主が会社に対する管理支配権を行使したか
どうかではなく，当該キャピタルゲインが株主に帰属したか否かによる。本件増資
においては，被控訴人の保有する旧株式２００株についてのキャピタルゲインの全
部又は一部が，抽象的所有権に止まったまま（利得が実現されることなく），失わ
れたのであり，未だ実現していない利得は，課税されるべきではない。
（イ）法２２条２項は，すべての無償による資産の譲渡又はその他の無償取引から
必ず益金が発生する旨を規定しているのではなく，同条４項の「一般に公正妥当と
認められる会計処理の基準」に従って益金を計算するに際し，「無償による資産の
譲渡」又は「その他の無償取引」から益金が発生する場合があり得ることを規定し
ているにすぎない。
（ウ）会計学上，利益の実現があったといえるためには「資産」の移転がなければ
ならないとされ，「資産価値」の移転だけでは，利益の実現が生じない。
（エ）法２２条２項の「取引」について税法上格別の規定がない以上，その意味
は，一般私法におけるのと同じと解すべきである。
（オ）法人税法は法人単位で課税し，アトランティック社が出資資産を管理処分す
る行為は，株主である被控訴人自身の割合的持分の管理処分とは評価されない。
イ　法施行令１１９条の１１
　被控訴人の保有するアトランテイック社株式２００株は，本件増資により譲渡さ
れてはいない。増資等による持株比率の変化は，法２２条２項の資産の譲渡その他
の取引に当たらず，平成１２年法施行令１１９条の１１の創設により，初めて，そ
れに当たるとみなされることになった。同条創設前にされた本件増資による持株比
率の変化についての課税は，租税法律主義に反する。また，同条創設後において
も，本件増資により，被控訴人の株式保有割合は，２０％未満（１００％から６．
２５％）となり，「満期保有目的等有価証券」から「その他の有価証券」に区分変
更されるものの，課税対象とはならない。
ウ　新株の有利発行
（ア）新株の有利発行により旧株式の含み益が減少しても，減少した含み益が実現
されたものとして旧株式の帳簿価格を評価換えし，評価益を計上することはない。
（イ）控訴人の主張する会計処理方法を法２２条４項の会計処理の基準と解するこ
とは，広く一般社会において確立した会計慣行を排除するもので，憲法８４条，３
０条に反し，また，被控訴人だけに課税するもので，憲法１４条１項に違反する。
（ウ）第三者有利発行の場合，法施行令３８条１項２号に基づき，新株主が，払込
価額と時価との差額を受贈益として課税され，本件においても，新株主にのみ課税
され，法２２条２項により旧株主には課税されないと解釈すべきである。
エ　所得税法施行令８４条
　所得税法施行令８４条は，新株主が有利な発行価額により新株等を引き受ける権
利は，旧株主からではなく，新株の発行会社から与えられると規定している。第三
者有利発行の際，所得税法上，新株主が新株の時価と払込価額の差額につき受贈益
として課税される。法人税法上もこれと異別に解すべき理由はなく，新株等は，旧
株主（被控訴人）からではなく，新株発行会社（アトランティック社）から新株引
受人（アスカファンド社）に与えられる。本件増資により被控訴人が資産価値（ア
トランティック社発行の旧株２００株の含み益）をアスカファンド社に贈与したと
する控訴人の主張は，本件増資に係る新株発行につき，①アトランティック社から
アスカファンド社への贈与と②被控訴人からアスカファンド社への贈与という両立
不可能な２つの法的評価に基づく主張をしているのであって，論理が破綻してい
る。
　本件増資については，憲法８４条の租税法律主義の要請を満たすべきで，旧株主
たる被控訴人に対して法２２条２項により課税することはできない。
オ　法５１条の改正経緯
　従前，特定現物出資により設立された海外子会社が第三者有利発行を行った場
合，親会社は，当該出資資産の含み益に対して課税されず，平成１０年改正により
課税されるようになった。上記改正前にされた本件増資につき，改正後と同じ結果
となる課税を認めることは，改正経過を無視し，法２２条２項及び４項の解釈を誤
るもので，憲法１４条に違反（適用違憲）する。
カ　譲受人（新株主）との二重課税
　控訴人の解釈によれば，法人間の資産の無償譲渡につき，譲渡法人には時価から
取得原価及び寄附金の損金算入限度額を控除した金額に課税され，譲受法人には譲
渡財産の時価相当額が益金として課税され，両者に対する課税総額は，その担税力



の総額である譲渡益相当額を超え，私有財産権を保障した憲法２９条に違反する。
キ　いわゆるＢ株
　本件増資新株は，額面金額の価値しか有しないＢ株（種類株）で，残余財産分配
請求権が額面金額（払込金額）に限られ，控訴人の有していたアトランティック社
株式の資産価値（含み益）は，本件増資によりアスカファンド社に移転しない。す
なわち，被控訴人，アトランティック社及びアスカファンド社の三社は，本件増資
時から，アスカファンド社の保有するアトランティック社株式を額面金額の価値し
か有しないＢ株（種類株）とするとの共通の認識を有していた。アトランティック
社は，本件増資に際し，定款を変更してＢ株を創設すべきところ，事務手続上の過
誤により，定款変更をせず，平成８年春，代表取締役のＰ３がこれに気付き，上記
三社は，同９年７月２８日，増資時から想定していたとおりの定款変更を確認する
合意をし，同１０年３月１０日，定款変更がされた。増資新株は，オランダ税務当
局によるタックス・ルーリングによっても，Ｂ株と認められている。
５　争点２（本件増資による資産の移転額，課税額）に関する当事者の主張
（１）控訴人
ア　アトランティック社の純資産価額の算出
（ア）気配相場のない非上場株式の価額評価の方法について，法人税基本通達９－
１－１４（平成１２年６月２８日付け課法２－７による改正前のもの。以下，同
じ。）及びその特例として同９－１－１５（上記平成１２年改正前のもの）が定め
られており，アトランティック社の株式は，独立当事者間の適当な売買実例がない
こと，株式公開途上にはなく，公募等の価格がないこと，同社と事業の種類や収益
の状況等において類似する法人がないことから，上記通達９－１－１４（４）に基
づき，時価純資産価額方式（資産負債を時価評価して純資産価額を算出し，１株当
たりの価額を算出する方法）により評価した。
（イ）アトランティック社の資産の大部分をしめる全国朝日放送株式及び文化放送
株式も，本件増資当時，いずれも非上場であり，同様に評価することとし，被控訴
人の依頼により株式会社元マネージメントサービスが平成７年３月１日現在で時価
純資産価額方式により評価した全国朝日放送株式に係る株式評価書（甲２３１），
被控訴人の提出に係る文化放送株式の１株当たりの純資産価額の計算明細書
（２），全国朝日放送及び文化放送２社につき，平成５年４月１日から平成６年３
月３１日までの事業年度の決算書，所有土地を平成７年度の路線価の０．８で割り
戻した価額（地価公示価額と同水準の価額とするため），保有する投資有価証券
の，平成７年２月１５日の終値（上場株式），又は同年１月１６日から同年２月１
５日までに取引のあった日の終値と気配相場の平均価額との合計額をその合計日数
で除した平均価額（店頭登録株式）を基礎に評価した。
（ウ）上記により評価すると，アトランティック社の純資産価額は，別紙の１表の
とおり，全国朝日放送１８８億５９１４万１０００円，文化放送８２億５０００万
円となり，その他の資産，負債を加減すると，同表の５及び６のとおりである。
（エ）上記に基づき，本件両処分の基礎となる被控訴人の所得金額，税額等を算定
すると，別紙の２表のとおりである。
イ　被控訴人の主張について
（ア）法人税基本通達９－１－１４
　標記通達又はその特例としての同９－１－１５のいずれかを納税者が自由に選択
できる（被控訴人の主張）ことはなく，後者は，財産評価基本通達（昭和３９年４
月２５日付直資５６・直審（資）１７）に定める評価方式の例によって算定してい
るときは，課税上の弊害がない場合に限り，これを是認するというもので，課税上
弊害がある場合には，前者が適用される。
　全国朝日放送及び文化放送は，含み益を有する土地を所有しており，上記通達９
－１－１５を適用し，市場価格ではなく路線価で評価することは株式の評価に関す
る課税上の弊害が生じるため，同９－１－１４が適用される。
（イ）清算所得に対する法人税額等の控除
　清算所得に対する法人税額等の控除（５１％）は，時価純資産価額方式により評
価する場合，企業の継続を前提とした客観的交換価値を求めるため，しない。な
お，財産評価基本通達は，時価純資産価額方式により評価する場合に上記控除をす
る旨定めるが，個人が資産を直接保有する場合と間接保有する場合との違いにより
価値が異ならないように評価の均衡を図る必要があるためである。
（ウ）類似業種比準方式
　被控訴人は，全国朝日放送及び文化放送２社の株式の評価につき，上記通達９－



１－１４が適用されるとしても，その（３）の類似業種比準方式によるべきで，上
場している類似企業であるＴＢＳ及び日本テレビに比準して評価すべきである旨主
張する。しかし，対象会社とＴＢＳ及び日本テレビとは類似法人には当たらない。
（２）被控訴人
ア　法人税基本通達９－１－１５による株式の評価その１
　法人税基本通達９－１－１４と同９－１－１５とは，いずれをも適用でき，本件
においては被控訴人に有利な後者を適用し，全国朝日放送株式及びフジテレビ株式
（文化放送保有）の価額は配当還元方式，文化放送株式及びＪＧＩ株式（文化放送
が保有する外国株式）は時価純資産価額方式を基礎として，アトランティック社の
資産価額を算定すべきで，これによれば、被控訴人の有価証券に係る利益の計上も
れは２４億４０４８万０９７３円，法人税額は，７億８８８６万９８００円とな
る。
イ　同その２
　全国朝日放送株式の評価を類似業種比準方式，フジテレビ株式を配当還元価額方
式，ＪＧＩ株式及び文化放送株式を時価純資産価額方式により，各評価し，アトラ
ンティック社の資産価額を算定すると，被控訴人の有価証券に係る利益の計上もれ
は６９億００７９万７７２２円，法人税額は，２４億４０５８万１０００円とな
る。
ウ　同通達９－１－１４（３）による株式の評価
　全国朝日放送株式及びフジテレビ株式は，標記通達に基づき，類似業種比準方式
により評価すべきで，これによりＪＧＩ株式及び文化放送株式を評価し，アトラン
ティック社の資産価額を算定すると，被控訴人の有価証券に係る利益の計上もれは
８５億４２５９万４５９８円，法人税額は，３０億４８５５万９１００円となる。
エ　清算所得に対する法人税額等の控除
　アトランティック社の保有する株式をすべて時価純資産価額方式により評価する
場合，日本法人ではないＪＧＩを除き，清算所得に対する法人税額等（本件増資当
時５１％。財産評価基本通達１８５，１８６－２）を控除すべきで，これによる
と，被控訴人の有価証券に係る利益の計上もれは１７７億８４６５万６６８０円，
法人税額は，６４億７１０１万０１００円となる。
６　争点３（本件増資と法１３２条１項１号に基づく課税）に関する当事者の主張
（１）控訴人
ア　法１３２条１項１号の「行為」は，必ずしも法２２条２項の資産の譲渡等の取
引に当たる必要はなく，不当な法人税の減少をもたらす一切の行為がこれに当た
る。本件増資決議における議決権の行使は，法１３２条１項１号の行為に当たる。
イ　本件において，被控訴人は，新株引受権を取得し，これをアスカファンド社に
額面額で譲渡したのと同様の経済的効果を生じさせた。通常の経済人として採るべ
き合理的行為はアスカファンド社から相当対価を受領することであり，対価を受領
しなかった被控訴人における法人税の負担は，通常の経済人であれば採ったであろ
う行為に比較して減少している。
　なお，時価発行は，株主の議決権割合は減少する（共益権は移転する）が，自益
権は移転せず，本件増資と比較されるべき合理的行為とはいえない。
（２）被控訴人
ア　違法な租税回避行為を行い得るのは，同族会社に限られず，非同族会社の同種
行為の方が，容易にはなし得ない行為，計算を敢えて行うという点で，より悪質で
あり，行為，計算の否認の対象を，同族会社等のそれに限定する法１３２条１項１
号は，憲法１４条に違反する。
イ　法１３２条１項１号は，税務署長が法人税の負担を不当に減少させると判断し
た場合，裁量で課税できると定め，客観的，合理的基準により課税される保障がな
く，租税法律主義，課税要件明確主義を定めた憲法８４条，３０条に違反する。
ウ　①株式の第三者有利発行の際，旧株主には課税されず，②平成１０年の法５１
条改正前には，圧縮記帳された現物出資に係る資産の含み益に対し，結果的に日本
国の課税権が及ばなかったことなどの事情から見ると，本来課税できない被控訴人
の行為，計算にのみ法１３２条１項１号を適用してした本件更正処分は，平等主義
を定めた憲法１４条に違反する。
エ　控訴人は，被控訴人の法人税負担が最も重くなる行為，計算を恣意的に設定し
て課税しており，本件更正処分は，課税要件明確主義をその内容の一つとする租税
法律主義を定めた憲法８４条，３０条に違反する。
オ　アスカファンド社は，増資の対価を支払うなら，被控訴人にではなく，保有株



の価値を高めるためにアトランティック社に払い込むのであり，被控訴人への支払
を合理的な行為という控訴人の主張は，法１３２条１項１号の前提を欠く。
７　争点４（訴訟手続，課税手続上の問題，憲法違反）に関する当事者の主張
（１）法２２条２項の適用に関する控訴人の主張と時機に後れた攻撃防御方法
ア　被控訴人
　控訴人は，本件更正処分（平成１０年１２月１８日）の法的根拠として法１３２
条１項１号を主張し，平成１３年７月３０日（原審第６回口頭弁論期日），第６準
備書面（平成１３年７月１３日付）に基づく陳述により，初めて，法２２条２項を
主位的に，法１３２条１項１号を予備的に主張する旨を明らかにした。これは，故
意又は重過失により時機に後れて提出した主張であり，これを認めることにより本
件訴訟の完結が遅延することは明白である。民訴法１５７条１項の適用は原審にお
ける訴訟手続の経過をも通観して判断すべきで，原審における口頭弁論の終結直前
になって更正処分の法的根拠の主張を変更することは，訴訟上の信義則に反する。
イ　控訴人
　控訴人は，被控訴人によるアトランティック社株式の価値の一部をアスカファン
ド社に移転する行為に対する課税の法的根拠につき，当初，法１３２条１項１号を
主張し，後，法２２条２項を追加主張した。法２２条２項の課税要件事実は法１３
２条１項１号の課税要件事実に包含され，これに関する主張は，時機に後れた攻撃
防御方法には当たらない。
（２）本件更正処分の理由附記の不備
ア　被控訴人
　本件更正処分は，下記の点で，法１３０条２項に定める理由附記に不備がある。
（ア）本件増資により，被控訴人が保有するアトランティック社株式２００株の含
み益をアスカファンド社に移転させたと認定した根拠を，帳簿書類以上の信憑性の
ある資料を摘示して説明していない。
（イ）被控訴人がアスカファンド社から旧株の滅失価値相当額を受領したと認定し
たことにつき，資料の摘示を欠く。
（ウ）被控訴人が，アスカファンド社から旧株の滅失価値相当額を受領したと認定
しながら，他方で，対価を得ずにアスカファンド社に対して本件利益を贈与したと
認定し，理由齟齬がある。
（エ）法１３２条１項１号により否認の対象とされた行為として，「資産価値の減
少を防止する行為を行わなかったこと」，「何らかの対価を得なかったこと」，
「アスカファンド社のために本件増資決議を行ったこと」及び「本件利益を流出さ
せた行為」の４行為（計算）が挙げられているが，否認の対象がその全部である
か，一部であるのか，株主としての議決権行使又はアトランティック社の株主総会
の行為が被控訴人の行為，計算として否認の対象となるかが，一義的に明らかでな
い。
イ　控訴人
　本件更正処分は，書類に記載された事実自体を否認するいわゆる帳簿否認ではな
く，帳簿の記載以上に信憑力のある資料を摘示する必要はない。
（３）更正理由の差替えの不許
ア　被控訴人
（ア）法１３０条２項違反
　法２２条２項と法１３２条１項１号とは，適用される社会生活事実が同一でも，
適用条文，構成要件，攻撃防御方法を異にする別個の処分であり，後者を理由とす
る本件更正処分の理由は，前者に基づく課税の不服申立てに何ら便宜を与えない。
　本件増資決議は平成７年２月１３日にされ，平成１３年７月１３日（原審第６回
口頭弁論期日）に至り，本件更正処分の根拠として法２２条２項を追加主張するこ
とは，期間経過後に新たな処分をするのと異ならず，更正期間経過の利益を奪い，
被控訴人に不利益を与え，法１３０条２項の趣旨に反し，許されない。
（イ）憲法１４条１項違反
　更正処分の理由の差替えを許容すると，税務署長は，取消請求をした納税者に対
しては，期間経過後，新たに更正処分と同じ行為を行うことができ，それ以外の納
税者に対してはそれができず，著しく不合理な差別で，憲法１４条１項に反する。
（ウ）総額主義の問題点
　更正処分に期間制限が設けられ，国税通則法２６条が数次の更正処分がされるこ
とを予定していることからも明らかなように，課税の公平及び紛争の一回的解決を
もって，更正処分の理由の差替え及びその基礎にあるいわゆる総額主義の考え方を



正当化することはできない。また，納税者には抗告訴訟を要求して不当利得返還訴
訟の途を封じながら，税務署長には税額が客観的な租税債務の金額を超えるか否か
が訴訟の対象であるとして理由の差替えを許すことは，不公平である。個別の取引
事実に基づくことなく，税額を確定する総額主義の見解は，憲法３０条，８４条に
違反する。理由の差替えは，憲法３１条の適法手続保障の見地に照らし，認められ
るべきではない。
イ　控訴人
　本件増資により，被控訴人の保有するアトランティック社株式の価値の一部がア
スカファンド社に贈与されたのであり，これについては，法２２条２項による課税
が可能であるとともに，被控訴人が同族会社であることなどの事実を付加すると，
法１３２条１項１号に基づく課税も可能となる。控訴人は，法１３２条１項１号の
適用を主張し，法２２条２項に基づく課税についての法的主張を追加したにすぎ
ず，理由の差替えには当たらないし，該当するとしても，許される場合である。
第３　当裁判所の判断
１　争点１（本件増資と法２２条２項に規定する無償による資産の譲渡等）
（１）本件増資と法人税法２２条２項に規定する無償による資産の譲渡等
ア　株主は，株式を通じ，株式会社の資産を所有し，支配するのであり，清算を待
つまでもなく，株式の移転を通じ，株式に表彰された株式会社の資産価値を取得す
ることができ，株式の価額は，額面金額ではなく，市場において定まる価額（上場
株式）又は株式会社の資産の実態に基づいて評価される価額（非上場株式）により
定まると解せられる。
イ　本件において，被控訴人，アトランティック社，アスカファンド社及びセンチ
ュリー文化財団につき，Ｐ１及びＰ２が代表取締役，理事長，取締役等に就任し，
同財団が被控訴人の株式の約５０％，被控訴人がアトランティック社の株式の１０
０％をそれぞれ保有し，同財団の１００％出資により，本件増資決議の日（平成７
年２月１３日），アスカファンド社が設立され（前提事実），アトランティック社
は，持株会社としての活動，融資，投資等を目的とし，設立（平成３年）後本件増
資時（同７年）まで，事業所を有せず，従業員のいないいわゆるペーパーカンパニ
ーで（甲１，乙２，３，１５），被控訴人は，アトランティック社の全株式２００
株を保有していたが，本件増資により，持株割合により示せば，被控訴人のそれが
１６／１６から１／１６（２００／３２００）に減少し，アスカファンド社のそれ
が１５／１６（３０００／３２００）となった（前提事実）。
ウ　上記認定事実の下においては，アトランティック社における上記持株割合の変
化は，上記各法人及び役員等が意思を相通じた結果にほかならず，被控訴人は，ア
スカファンド社との合意に基づき，同社からなんらの対価を得ることもなく，アト
ランティック社の資産につき，株主として保有する持分１６分の１５及び株主とし
ての支配権を失い，アスカファンド社がこれらを取得したと認定評価することがで
きる。そして，被控訴人が上記資産に係る株主として有する持分をアスカファンド
社からなんらの対価を得ることもなく喪失し，同社がこれを取得した事実は，それ
が両社の合意に基づくと認められる以上，両社間において無償による上記持分の譲
渡がされたと認定することができる。
エ　両社間における無償による上記持分の譲渡は，法２２条２項に規定する「無償
による資産の譲渡」に当たると認定判断することができる。尤も，上記「持分の譲
渡」は，同項に規定する「資産の譲渡」に当たるとすることに疑義を生じ得ないで
はないが，「無償による・・その他の取引」には当たると認定判断することができ
るというべきである。すなわち，上記規定にいう「取引」は，その文言及び規定に
おける位置づけから，関係者間の意思の合致に基づいて生じた法的及び経済的な結
果を把握する概念として用いられていると解せられ，上記のとおり，被控訴人とア
スカファンド社の合意に基づいて実現された上記持分の譲渡をも包含すると認めら
れる。そして，本件において，法２２条２項に規定する無償による「資産の譲渡」
又は「その他の取引」は，遅くも，アスカファンド社により引き受けた増資の払込
みがされた時に発生したと認められる。
オ　付言するに，被控訴人とアスカファンド社間の上記持分の譲渡は，両社の合意
に基づくものであり，被控訴人の（株主としての）行為が子会社であるアトランテ
ィック社の行為とみなされることによるものではないし，その実現につき，アトラ
ンティック社の株主総会における本件増資決議を介在させていることの故に，両社
の合意に基づくものであることが否定されるものでもない。また，本件増資を介し
て生じた上記持分の譲渡が上記両社の合意に基づくと認定できるものであるかぎ



り，課税を免れず，本件増資の目的により課税が左右されることもない。
カ　本件増資は，いわゆる節税を意図して企画されたことは明らかで，納税者とし
て，いわゆる節税を図ることは，もとより，なんら正義に反することではない。本
件訴訟につき，アトランティック社とアスカファンド社間の行為で，被控訴人とア
スカファンド社間に何らの行為もないことを理由に法２２条２項の適用を否定する
のは，裁判所としての事実認定の責務を果たしておらず，判決の理由としても，不
備がある。被控訴人（センチュリー文化財団が約５０％の株式を保有する。）が１
００％株主として可決した本件増資決議に基づき，アスカファンド社（前記財団が
１００％株主）が増資株式を取得し，アトランティック社の持株割合に変動を生じ
た事実及びＰ２が２社の代表取締役・２社の役員である事実は，本件においては，
原審以来，ほぼ争いがない。当事者双方は，持株割合の変動が，上記関係法人及び
役員の合意に基づくことを前提として，これにつき，控訴人が，アトランティック
社の資産の譲渡等法２２条２項に当たると主張し，被控訴人が，これに当たらない
等として争って来た。持株割合の変動が資産の譲渡等に当たるかどうか，資産の評
価額等がいくらとなるかこそが，本件における重要な論点で，当事者も，真摯に論
争してきた。原審は，関係当事者の意思及びその結果生じた事実を全体として見
ず，一部を恣意的に切り取って結論を導いた誹りを免れず，争点について判断し，
紛争を解決に導くべき裁判所の責任を疎かにするものと評せざるを得ない。
（２）被控訴人の主張について
ア　資産の譲渡等
　前記認定の，本件における関係法人相互の持株の状況，役員構成の下で，関係者
の合意に基づき，アトランティック社における本件増資を介して同社の株式をアス
カファンド社に取得させたことにより生じた被控訴人の持株割合の変動は，これに
より，被控訴人とアスカファンド社の合意に基づき，被控訴人の保有するアトラン
ティック社の株式が表彰する資産価値がアスカファンド社に移転したと認めること
ができる。たしかに，同社が増資株式を取得した時点においては，資産価値の移転
が生じたと認めうるものの，直ちには，アスカファンド社が資産を取得し，被控訴
人がこれを喪失したことを実感しうる事態が生じてはいない。しかしながら，アス
カファンド社は，上記時点以降いつでも，取得した増資株式を処分し，これによ
り，その表彰するアトランティック社の資産価値を実現しうる権利を取得し，反対
に，被控訴人がこれを喪失するのであり，このような法的効果に着目すれば，本件
増資により，被控訴人はアスカファンド社に対して法２２条１項に定める無償によ
る資産の譲渡又はその他の取引をしたと認めることができる。
イ　法施行令１１９条の１１の新設
　増資等による持株割合の変化が法２２条２項に規定する資産の譲渡に当たるとし
て課税されることは，標記法令の規定の新設により明文上も明らかとなったという
べきで，これにより，初めて可能となったと解すべき理由もなく，租税法律主義に
違反するとする被控訴人の主張は，前提を欠く。
ウ　新株の有利発行との異同
　当裁判所は，前記認定事実の下において，アトランティック社における新株の有
利発行を手段として，被控訴人がアスカファンド社に対して法２２条１項に定める
無償による資産の譲渡又はその他の取引をした場合に当たると判断した。この判断
の下においては，被控訴人に対する課税が新株の有利発行に対する課税と異なるの
は当然で，新株の有利発行に対する課税との異同の故に上記判断は，左右されな
い。
エ　所得税法施行令８４条との関係
　新株を引き受ける権利が，他の株主からではなく，新株を発行する会社から与え
られることは，標記法令の規定を待つまでもなく、会社法の理解から導かれる。本
件においては，前記認定のとおり，１００％株主である被控訴人の意思により可決
成立した株式発行会社の株主総会決議から同会社により割り当てられた新株の引受
に至る経緯，換言すれば，被控訴人が，その意思に基づき，アトランティック社の
新株割当てを介在させる方法により，同社についての持株割合に変化を生じさせた
経緯をとらえ，法２２条２項に定める無償による資産の譲渡等が行われたと認定し
うると判断したのであり，この判断は，標記法令の定めに左右されるところはな
い。
オ　法５１条の改正経緯との関係について
　平成１０年の改正前は，現物出資により設立した海外子会社の株式を取得する親
会社が圧縮記帳により課税を繰り延べることができ，改正後，上記繰り延べが許容



されなくなった。本件においては，前記改正前においても，前記事実経過の下で，
親会社である被控訴人が子会社の増資により持株割合に変化を生じさせたことが資
産の譲渡等に当たり，法２２条２項により，課税要件を満たすと認めたのである。
換言すれば，前記改正前，繰り延べられた課税について課税の要件を満たすべき事
実が生じたと認められた結果にほかならず，標記法の規定の改正前に改正後の結果
を先取りするものではなく，このような理解を前提とする憲法１４条違反の主張も
前提を欠く。
カ　二重課税について
　被控訴人は，本件事実経過の下で生じたと認められる資産の譲渡等につき，キャ
ピタルゲインに課税され，アスカファンド社は，新株引受に係る受贈益に課税され
るのであり，税法の予定するところで，憲法２９条違反の主張も，前提を欠く。
キ　いわゆるＢ株（種類株）
（ア）アトランティック社は，定款上，株式に種類を定めてはおらず（乙１５），
本件増資に際し，資本金の増額について定款変更したものの，種類株を設けること
については，定款変更していない（甲６（Ｐ４の陳述書）においても，本件増資に
当たり，理由はともかく，種類株を設けることについての定款変更がされなかった
ことが前提とされている。）。
（イ）被控訴人の主張（被控訴人，アトランティック社及びアスカファンド社の三
社は，本件増資時から，アスカファンド社が取得する株式はＢ株とするとの共通の
認識（合意）があり，平成９年７月２８日，本件増資時から想定していた定款変更
案を確認する合意をし，平成１０年３月１０日，定款変更がされた。）によって
も，定款変更が増資後にされたというのであり，アスカファンド社が取得した株式
が増資当時定めのなかった上記Ｂ株であると認めることはできない（増資後にされ
た種類株を設ける定款変更により，既に発行された株式の表彰する権利内容に変更
を生じると解することはできず，オランダの法令がこれを許容するとも認め難
い。）。アスカファンド社及びアトランティック社によるオランダの税務検査官に
対する照会及びこれに対する確認の結果をも踏まえても，同じである。
ク　租税法律主義違反，憲法違反等について
　前記認定判断の下においては，被控訴人がるる主張する，その他の租税法律主義
違反及び憲法違反の主張も前提を欠くか，又は理由がない。
２　争点２（本件増資による資産の移転額，課税額）
（１）アトランティック社の資産額
ア　アトランティック社株式は，気配相場のない非上場株式で（弁論の全趣旨），
評価の方法に関し，法人税基本通達９－１－１４及びその特例である同９－１－１
５が定められ（乙１３），後者は，法人が財産評価基本通達（昭和３９年４月２５
日付直資５６・直審（資）１７）に定める評価方式の例によって株式の価額を算定
しているときは，課税上の弊害がない場合に限り，原則としてこれを是認するもの
で，会社の有する非上場株式の発行会社が極めて含み益の多い土地を有する等の場
合，財産評価基本通達の適用により，上記発行会社の土地が路線価で評価され，株
式が市場価格を反映せず，課税上弊害があるとして，適用されないのが課税実務の
取扱いであると認められる。上記理由に基づく通達の適用の区分は合理的な理由が
あると認められ，本件についても，アトランティック社は，含み益を有する土地を
所有する（甲２３１，乙６９）全国朝日放送株式及び文化放送株式を保有してお
り，その株式の評価については同９－１－１４が適用される。
イ　アトランティック社は，その株式につき，独立当事者間の適当な売買実例及び
公募等がなく，株式公開途上にもなく，同社と事業の種類や収益の状況等において
類似する法人もない（弁論の全趣旨）。このため，その評価は，前記通達９－１－
１４（４）に基づき，時価純資産価額方式（資産負債を時価評価して純資産価額を
算出し，１株当たりの価額を算出する方法）に従ってすべきである。
ウ　アトランティック社の保有する全国朝日放送及び文化放送の各株式も，本件増
資当時非上場で，その評価は，アトランティック社株式と同様，同９－１－１４
（４）に基づき，時価純資産価額方式に従ってすべきである。
エ　上記により，また，平成７年３月１日現在で純資産価額方式により評価した全
国朝日放送株式に係る株式評価書（甲２３１）及び文化放送株式の「１株当たりの
純資産価額の計算明細書（２）」（乙６９），両社につき，同５年４月１日から平
成６年３月３１日までの事業年度の決算書，所有土地については同７年度の路線価
に０．８で割り戻した地価公示価額と同水準の価額，保有する投資有価証券につい
て同７年２月１５日の終値（上場株式）を基礎とすると，全国朝日放送及び文化放



送の資産額は，別紙の１表のとおりと認められ，上記以外の資産及び負債も同表の
とおりで（弁論の全趣旨），アトランティック社の純資産価額は，同表のとおり，
２７２億９６３０万２２００円と認められる（１ギルダー５８．１７円換算）。
（甲２４９，弁論の全趣旨）
（２）課税額の根拠となる所得額等
ア　被控訴人は，従前，アトランティック社の全株式（２００株）の表彰する上記
資産額を保有していたが，本件増資により，持株割合が２００／３２００株とな
り，３０００／３２００の資産を喪失し，他方，アスカファンド社は，３０３万０
３０３ギルダー（１億７６２７万２７２５円相当）を払い込み，アトランティック
社の資産の３０００／３２００を取得した。
イ　上記に従えば，アトランティック社の総資産につき，本件増資により，下記の
とおり，被控訴人が喪失した額（①）及びアスカファンド社が取得した額（②）が
算出され，被控訴人は，同額の所得を得，これをアスカファンド社に寄附したもの
として，別紙の２表のとおり，所得額及び税額等が算出される。
①２７２億９６３０万２２００円－（２７２億９６３０万２２００円＋１億７６２
７万２７２５円）×２００／３２００＝２５５億７９２６万６２６６円
②（２７２億９６３０万２２００円＋１億７６２７万２７２５円）×３０００／３
２００－１億７６２７万２７２５円＝２５５億７９２６万６２６７円
（３）被控訴人の主張について
ア　法人税基本通達９－１－１５の適用
　被控訴人につき，標記通達を適用すべきものでないことは，上記のとおりであ
る。
イ　類似法人比準方式
　日本テレビ及びＴＢＳは，フジテレビと類似法人といえず（乙６３，６４，甲１
５９の３），全国朝日放送株式とフジテレビ株式（文化放送が保有する株式）の評
価につき，類似するマスメディアを見出して比準させるのを相当とする事実は認め
難く，これによらなかったことに不相当な点はない。
ウ　清算所得に対する法人税額等の控除
　本件においては，企業の継続を前提とした客観的交換価値を求めるのであり，清
算所得に対する法人税額等を控除しないのが相当である。
３　争点３（法１３２条１項１号に基づく課税）について
　上記によれば，本件においては，争点３に対する判断を要しない。
４　争点４（訴訟法上の問題，憲法違反等）について
（１）法２２条２項の適用の主張と時機に後れた攻撃防御方法等
ア　控訴人は，平成１０年１２月１８日，アトランティック社における本件増資に
より被控訴人とアスカファンド社の持株割合に変化を生じた事実（本項において，
「対象事実」という。）が課税要件を満たすとして，本件両処分をし，課税の根拠
につき，審査請求及び本件訴訟（平成１２年３月提起）において，同族会社におけ
る行為計算の否認（法１３２条１項１号）を主張し，同１３年７月３０日（原審第
６回口頭弁論期日），第６準備書面に基づく陳述により，無償による資産の譲渡等
（法２２条２項）を主張するに至った。（前提事実及び当裁判所に顕著な事実）
イ　上記両規定を理由とする課税の要件は，対象事実は共通であるものの，それ
が，資産の譲渡等に該当するものであるか（法２２条２項），又は資産の譲渡等に
当たるかどうかはともかく，行為計算として否認されるべきものであるか（法１３
２条１項１号）の点において，課税要件を異にしており，専ら法的な主張の相違
（控訴人の主張）ということはできない。
ウ　両規定は，対象事実により，被控訴人が資産又は資産価値を失い，同等のもの
をアスカファンド社が取得するに至ったと評価しうることを前提とする点では要件
を共通にし，資産等の喪失及び取得が，両社の合意に基づく（法２２条２項）か，
又は合意を問うまでもなく，被控訴人の意思に基づく（法１３２条１項１号）か，
のいずれか，及び後者については被控訴人が同族会社であることにより，課税が決
せられる点において異なると解せられる。これに従えば，本件においては，本件両
処分以来，対象事実は当事者双方に明確であり，審理に現れ，証拠上認めうる関係
者の意思，行為をも含め，対象事実をどのように評価するかが論争の中心であった
と認められる。換言すれば，本件においては，対象事実により，被控訴人が資産等
を喪失したと認められるかどうかが課税の当否を決するといっても過言ではない。
エ　本件増資は，現行課税法規の下において，いわゆる節税を意図して企画された
もので（前記のとおり，これ自体は，なんら責められるべきことではない。），同



じ経済的日的を達するための方法如何により，一方は課税を招き，他方は課税を免
れることは，取引の世界における現象が先行し，これを規律する法律の制定が後れ
ることが避け難い民主主義社会の下においてはあり得ることで，これも，異とする
には足りない。本件増資により生じた事態に対する課税の当否も，このような現象
の一例で，法的仕組みを駆使し，事実を隠すこともなく，意図された経済的目的を
達成しようとしたものにほかならず，課税当局の対応が後れたと非難することはで
きないというべきで，本件両処分の前提となるべき重要な位置を占める対象事実が
当初から明らかとなっている本件の審理経過に鑑みると，控訴人による法２２条２
項に基づく課税の主張は，本件訴訟の完結を遅延させるものでなく，時機に後れた
攻撃防御方法には当たらない。また，上記一方の規定に基づく課税を主張すること
が，他方の規定に基づいて課税できないことの自白になることもない。
（２）本件更正処分の理由附記の不備
ア　控訴人は，本件更正処分の理由として，要旨，被控訴人の備付けの帳簿書類に
基づき，有価証券に係る利益の計上もれを指摘し，被控訴人が，保有するアトラン
ティック社株式に生じていた経済的利益（本件利益）を何らの対価を得ることなく
アスカファンド社に移転させて社外に流出させたことは営利を目的とする法人が選
択する行為としては不自然，不合理な行為であり，被控訴人が同族会社で，アスカ
ファンド社も被控訴人と人的，資本的に密接な関係にある法人であることから成し
得た行為で，営利を目的とする法人として合理的に行動すれば，本件増資決議に際
し，既存株主として，著しく有利な発行価額により増資割当てを受けることにより
利益を得るアスカファンド社から少なくとも喪失利益相当額に見合う対価を受領す
ると認められるとし，本件利益の社外流出は未計上であったアトランティック社株
式の資産価値を実現させることに当たり，流出したアトランティック社株式に係る
未計上の資産価値，すなわち本件利益（２５５億７９２６万６２８５円）は被控訴
人の利益として計上すべきであるとして，法人税法１３２条１項１号（同族会社の
行為又は計算の否認）の規定により課税する旨明らかにしている。（甲２４９）
イ　法１３０条２項が青色申告にかかる法人税について更正をする場合に理由を附
記すべきものとしているのは，法が，青色申告制度を採用し，青色申告にかかる所
得の計算については，それが法定の帳簿書類による正当な記載に基づくものである
以上，帳簿の記載を無視して更正されることがないことを納税者に保障した趣旨に
かんがみ，処分庁の判断の慎重，合理性を担保してその恣意を抑制するとともに，
更正の理由を知らせて不服申立ての便宜を与える趣旨に出たもので，帳簿書類の記
載自体を否認することなしに更正する場合，帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘
示することを要しないし，前記理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に
明示するものである限り，法の要求する更正理由の附記として欠けるところはな
い。
ウ　本件についてこれを見ると，本件更正処分は，帳簿の記載事実を否認すること
なく，これを前提とし，被控訴人が何らの対価を得ることなく保有する資産価値を
アスカファンド社に移転させたとして，法１３２条１項１号を根拠としたことを示
す趣旨が明らかで，帳簿の記載以上の資料を摘示することを要しないし，処分理由
の記載としても，不備はない。被控訴人のこの点についての主張は，理由がない。
（３）更正理由の差替え等
ア　前記（１）に説示した，法２２条２項及び法１３２条１項１号の規定の課税要
件の関係及び本件事実関係にかんがみると，本件においては，本件更正処分におけ
る課税の根拠につき，訴訟に至って前者を追加的に変更し，更正の理由を変更する
ことも許容されると解すべきである。
イ　被控訴人は，更正処分の理由の差替えにつき，るる主張するが，上記によれ
ば，いずれも排斥を免れず，憲法１４条１項，３０条，３１条及び８４条違反の主
張も，前提を欠くか，又は理由がない。
５　まとめ
　以上のとおり，本件両処分に違法はない。
第４　結論
　よって，本件両処分中被控訴人の求める部分を取り消すべきものとした原判決は
相当でないから，これを取り消すこととして，主文のとおり，判決する。
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